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代表者の役職氏名 代表取締役社長 野 見 山 　 昭 　 彦

本店の所在の場所 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号 電話番号 東京（０３）５５７３－６１８１

連 絡 者
経営企画部門主席
( 管 理 担 当 ) 杉 　 内 　 清 　 信

もよりの連絡場所 同　　　　　上 電話番号 同　　　　　上

連 絡 者 同　　　　　上

半期報告書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地

株式会社ジャパンエナジー 南関東支店 横浜市西区みなとみらい二丁目３番５号

同 中 部 支 店 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

同 近 畿 支 店 大阪市北区芝田一丁目４番８号

東 京 証 券 取 引 所 東京都中央区日本橋兜町２番１号

大 阪 証 券 取 引 所 大阪市中央区北浜一丁目７番11号

名 古 屋 証 券 取 引 所 名古屋市中区栄三丁目３番17号

京 都 証 券 取 引 所 京都市下京区四条通東洞院東入立売西町66番地

広 島 証 券 取 引 所 広島市中区銀山町14番18号

福 岡 証 券 取 引 所 福岡市中央区天神二丁目14番２号

新 潟 証 券 取 引 所 新潟市上大川前通八番町1245番地

札 幌 証 券 取 引 所 札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１

（本書面の枚数　表紙共18枚）
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第一部　企 業 情 報       
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第１　会 社 の 概 況         

１．資 本 金 の 増 減         

前事業年度末現在の資本金 当 半 期 中 の 増 減 当半期末現在の資本金

86,585,572千円 －千円 86,585,572千円

　（注）　当半期末における転換社債の残高，転換価格及び資本組入額は次のとおりです。

銘　　柄（発行年月日） 残 高 転 換 価 格 資 本 組 入 額

第 ４ 回 無 担 保 転 換 社 債
（平 成 ３ 年 ９ 月 12 日） 17,193,000千円 564円 282円

２．株 式 の 総 数         

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 2,000,000,000株 （注）

計 2,000,000,000

　（注）　「株式の消却が行われた場合には，これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めています。

発 行 数
記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類 当 該 半 期 末 現 在
(平成11年９月30日現在)

提 出 日 現 在
(平成11年12月８日現在)

上場証券取引所名
又 は 登 録 証 券 業
協 会 名

摘 要

記名式額面株式
（券面額　50円）

普通
株式 1,093,930,883株 1,093,930,883株

東京（第一部），
大阪（第一部），
名古屋(第一部)，
京 都 ， 広 島 ， 福
岡，新潟，札幌の
各証券取引所

（注）1.2.

発

行

済

株

式
計 1,093,930,883 1,093,930,883

　（注）１．提出日現在の発行数には，平成11年12月１日以降の転換社債の株式への転換による発行数は含まれてい

ません。

２．発行済株式は，全て議決権を有しています。
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３．株 式 の 状 況         

(1）大 株 主 の 状 況         （平成11年９月30日現在）

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

千株 ％

富 士 石 油 株 式 会 社 103,640 9.47

株 式 会 社 日 本 興 業 銀 行 39,644 3.62

株 式 会 社 さ く ら 銀 行 31,324 2.86

日 産 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 20,440 1.86

株 式 会 社 三 和 銀 行 17,997 1.64

三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 17,983 1.64

ステート  ストリート  バンク
アンド  トラスト  カンパニー
(常任代理人　株式会社富士銀行兜町カストディ業務室)

17,863 1.63

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 16,753 1.53

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 16,195 1.48

鹿 島 石 油 株 式 会 社 15,820 1.44

計 297,662 27.21

　（注）　上記の所有株式数のうち，信託業務に係る株式数は次のとおりです。

三井信託銀行株式会社　 　　　　　　　　　　　　　　　 　2,755千株

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー　17,863千株
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(2）議 決 権 の 状 況         （平成11年９月30日現在）

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単 位 未 満 株 式 数 摘 要

発
行
済
株
式 － 7,360,000 1,077,909,000 8,661,883 （注）1.2.3.

　（注）１．単位未満株式数には，当社所有の自己株式145株が含まれています。

２．単位未満株式数には，相互保有株式が次のとおり含まれています。

タツタ電線株式会社479株，東邦チタニウム株式会社375株，日産石油販売株式会社612株

３．「議決権のある株式数」の「その他」及び「単位未満株式数」の欄には，証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ1,077,000株及び917株含まれています。

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に 対 す る 所 有
株 式 数 の 割 合

摘 要

株式会社ジャパンエナジー
東京都港区虎ノ門二
丁目10番１号 4,000 － 4,000 0.00 （注）

旭 川 石 油 株 式 会 社
北海道旭川市四条通
十六丁目左10号 60,000 － 60,000 0.01

ア ジ ア 油 販 株 式 会 社
神奈川県横浜市中区
本牧ふ頭３ 34,000 － 34,000 0.00

井 上 商 工 株 式 会 社
鹿児島県鹿児島市鴨
池新町６番６号 70,000 － 70,000 0.01

カシマエナジー株式会社
栃木県宇都宮市陽東
七丁目３番18号 70,000 － 70,000 0.01

共 石 丸 紅 株 式 会 社
東京都中央区東日本
橋三丁目10番14号 240,000 － 240,000 0.02

甲陽建設工業株式会社
東京都品川区西五反
田一丁目27番２号 1,000,000 － 1,000,000 0.09

太 陽 鉱 油 株 式 会 社
東京都江東区東陽四
丁目10番７号 60,000 － 60,000 0.01

タ ツ タ 電 線 株 式 会 社
大阪府東大阪市岩田
町二丁目３番１号 549,000 － 549,000 0.05

東邦チタニウム株式会社
神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ
崎三丁目３番５号 746,000 － 746,000 0.07

東陽石油販売株式会社
愛知県名古屋市港区
船見町56番地１ 20,000 － 20,000 0.00

日産石油販売株式会社
大阪府大阪市北区梅田二丁
目２番25号　新阪神ビル 57,000 － 57,000 0.01

富士石油販売株式会社
東京都中央区新川一
丁目25番９号 70,000 － 70,000 0.01

富 士 油 料 株 式 会 社
東京都中央区日本橋大
伝馬町６番５号 240,000 － 240,000 0.02

株 式 会 社 丸 運
東京都港区西新橋三
丁目２番１号 4,100,000 － 4,100,000 0.37

株式会社リョーユウ石油
北海道北見市三輪18
番地 40,000 － 40,000 0.00

自

己

株

式

等

計 7,360,000 － 7,360,000 0.67

　（注）　この他，株主名簿上は当社及び子会社名義となっているが，実質的に所有していない株式が24,000株あり

ます。

なお，当該株式数は，上記「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」の欄に含まれています。

株 株 株 株

株 株 株 ％
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４．株価及び株式売買高の推移

月 別 平成11年４月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最 高 175 175 163 150 152 144

最 低 134 140 142 140 133 119

当該半期中における

月別最高・最低株価

及 び 株 式 売 買 高

売 買 高 66,618 27,904 47,274 38,844 32,124 34,286

　（注）　株価及び株式売買高はいずれも東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

５．役 員 の 異 動         

　前事業年度の有価証券報告書提出後，当半期報告書提出日までの役員の異動は，次のとおりです。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏 名 異 動 年 月 日

代 表 取 締 役 社 長
基 本 理 念 推 進 本 部 長
リ テ ー ル 販 売 部 門 長

代 表 取 締 役 社 長 

（基 本 理 念 推 進 本 部
 

長）
野見山　昭　彦 平成11年９月１日

取 締 役
常 務 執 行 役 員
リテール販売部門長代行
基本理念推進本部副本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員
リ テ ー ル 販 売 部 門 長
基本理念推進本部副本部長

白　石　研　二 平成11年９月１日

６．従 業 員 の 状 況         （平成11年９月30日現在）

従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

3,893人 445,780円

　（注）１．上記には嘱託員及び臨時員130名を含みません。

２．平均給与月額は平成11年９月分の実績額（税込）であり，基準外賃金を含み，賞与は含みません。

３．平均給与月額には出向社員を含みません。

円

円

千株

円

円

千株

円

円

千株

円

円

千株

円

円

千株

円

円

千株

(　　　　　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　　　)
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第２　事業及び営業の状況

１．事 業 の 状 況         

(1）営業の主要部分の譲渡契約等の概要

　平成11年７月，磯原工場における電子材料部門の生産に係る事業等を日鉱グールド・フォイル株式会社（当社

子会社）に譲渡しました。なお，同社は社名を株式会社日鉱マテリアルズに変更しました。

(2）研 究 開 発 活 動         

　石油関連分野においては，石油精製用及び石油化学用触媒の開発及び性能向上，精製コストの削減を目指した

精製プロセスの合理化・効率化，設備保全の革新のための技術開発を行うとともに，潤滑油の新製品開発を行っ

ております。

　石油関連以外の分野では，医薬・バイオテクノロジー，電子材料等の研究開発を推進しております。なお，当

上半期の研究開発費の総額は，3,314百万円であります。

２．営 業 の 状 況         

(1）概 況         

　当上半期における我が国経済は，個人消費や住宅建設に回復の兆しが見え始めたものの，民間設備投資が依然

として減少基調で推移し，雇用情勢が更に悪化するなど，低迷状態が続きました。円の対米ドル相場は，日本の

景気回復期待から円買い圧力が強まる中で，日銀による断続的な円売り介入にもかかわらず，７月中旬以降，円

高傾向をたどり，９月末には106円95銭となりました。この結果，当上半期平均では，前年同期約138円に対し，

約117円となりました。原油市況は，ＯＰＥＣ諸国の減産継続により高騰し，期初バーレル当たり14ドル台で

あったドバイ原油は，上昇を続け９月末には22ドル台となりました。

　このような情勢下にあって，石油製品の国内需要は，軽油，重油等が前年同期に比べ減少したものの，ガソリ

ン，ナフサ，灯油，潤滑油及びＬＰガスが増加しました。一方，市況は，厳しい販売競争の下で，灯油，軽油等

の中間留分を中心に低迷を続け，原油価格高騰分が十分転嫁されないまま推移しました。また，石油化学製品の

うちパラキシレンの需要は堅調でしたが，製品市況は前年同期に比べ下落しました。電子材料製品の需要は，前

年同期に比べ全般的に伸長したものの，価格は，円高の影響に加え，厳しい価格競争により総体として下落しま

した。

　こうした状況のもと，当上半期の総売上高は，原油代の上昇等により，対前年同期比2.9パーセント増の6,497

億13百万円となりましたが，経常損益は46億33百万円の損失，中間純損益は61億75百万円の損失となりました。

　なお，コンピュータ西暦2000年問題については，社内に設置した対策推進委員会のもとで組織的な対応を進め

ており，これまでに模擬テストの実施，危機管理計画の策定等の対策を終了しております。

(2）生 産 能 力         

　当上半期においては，生産能力に著しい変動はありません。
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(3）生 産 実 績         

前 上 半 期        
(平成10年４月１日～平成10年９月30日)

当 上 半 期        
(平成11年４月１日～平成11年９月30日)

事業部門 製 品 名

数
量
単
位 数 量 金 額 数 量 金 額

百万円 百万円

ガ ソ リ ン 千 1,675 43,759 1,571 39,983

ナ フ サ 千 682 9,917 821 11,342

灯 油 千 465 9,196 334 7,121

軽 油 千 1,337 32,206 1,257 28,769

重 油 千 1,493 26,991 1,275 23,774

Ｌ Ｐ ガ ス 千ｔ 91 2,358 116 3,303

石油化学製品 千ｔ 335 13,569 409 14,521

潤 滑 油 千 149 11,951 177 12,235

そ の 他 製 品 千 ･t 936 14,975 759 10,650

石油部門

計 千 ･t 7,167 164,927 6,723 151,701

電子材料
部 門 電子材料製品 9,134 5,645

合 計 174,062 157,347

　（注）１．金額はその時の販売価格（揮発油税及び軽油引取税を含まない）により算出しています。

２．記載金額には消費税等を含みません。

(4）商 品 仕 入 実 績         

前 上 半 期        
(平成10年４月１日～平成10年９月30日)

当 上 半 期        
(平成11年４月１日～平成11年９月30日)

事業部門 品 名

数
量
単
位 数 量 金 額 数 量 金 額

百万円 百万円

ガ ソ リ ン 千 2,244 145,860 2,642 170,987

ナ フ サ 千 776 10,703 825 10,867

灯 油 千 473 9,471 568 11,374

軽 油 千 2,021 43,080 2,077 42,653

重 油 千 1,905 34,983 1,872 33,621

Ｌ Ｐ ガ ス 千ｔ 1,686 40,134 1,786 49,150

石油化学商品 千ｔ 194 7,236 200 6,030

潤 滑 油 千 9 1,645 11 1,889

そ の 他 商 品 千 ･t 1,792 24,752 1,589 18,565

石油部門

計 千 ･t 11,104 317,866 11,573 345,139

電子材料
部 門 電子材料商品 9,338 12,116

合 計 327,204 357,255

　（注）　記載金額には消費税等を含みません。
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(5）販 売 実 績         

前 上 半 期        
(平成10年４月１日～平成10年９月30日)

当 上 半 期        
(平成11年４月１日～平成11年９月30日)

事業部門 品 名

数
量
単
位 数 量 金 額 数 量 金 額

百万円 百万円

ガ ソ リ ン 千 3,913 305,605 4,238 327,325

ナ フ サ 千 1,433 20,833 1,690 23,327

灯 油 千 793 15,694 842 17,939

軽 油 千 3,361 81,629 3,327 76,772

重 油 千 3,330 60,191 3,173 59,161

Ｌ Ｐ ガ ス 千ｔ 1,657 42,652 1,769 50,282

石油化学製商品 千ｔ 538 21,769 609 21,614

潤 滑 油 千 161 12,980 192 13,246

原 油 千 439 5,681 123 2,241

その他製商品 千 ･t 2,404 38,046 2,242 31,114

そ の 他 収 入 6,963 6,992

石油部門

計 千 ･t 18,034 612,048 18,209 630,018

電子材料
部 門 電子材料製商品 19,600 19,694

合 計 631,649 649,713

　（注）１．石油部門の「その他収入」の主なものは賃貸収入です。

２．記載金額には消費税等を含みません。



－　　－

（9）／ 99/12/09 10:28（99/11/29 21:38）／ 97_71501_第１会社の概況_ジャパンエナジー_半期（Ａパターン）.doc

9

第３　設 備 の 状 況         

１．設 備 の 異 動         

　平成11年７月，磯原工場における電子材料部門の生産に係る事業等を日鉱グールド・フォイル株式会社（当社子

会社，現社名株式会社日鉱マテリアルズ）に譲渡しました。

　これに伴い，当該事業に係る有形固定資産（土地を除く）を同社に譲渡しました（簿価8,604百万円）。

２．設 備 計 画         

(1）設 備 の 完 成         

　前事業年度末において，実施中又は計画中であった設備の新設，重要な拡充等のうち，当上半期中に完成した

主要工事の内訳は次のとおりです。

事 業 所 名 設 備 の 内 容 完 成 額 完 成 年 月 完成後の増加能力

水 島 製 油 所 石油コークスボイラー設備 6,348百万円 平成11年９月
蒸気発生量315t/h
発電出力23,500kw

各 支 店 給油所新設，改造工事他 2,992百万円
平成11年４月～
　平成11年９月

(2）前事業年度末における設備計画等について，当上半期中における重要な変更はありません。

(3）当上半期中に新たに確定した重要な設備計画はありません。
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第４　経 理 の 状 況         

１．当社の中間財務諸表は，「中間財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお，前中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき，

当中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ています。

　また，金額の表示は，百万円未満を切り捨てて記載しています。

２．前中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成11年４月１日から平

成11年９月30日まで）に係る中間財務諸表については，証券取引法第193条の２の規定に基づき中央監査法人の中

間監査を受け，「経理の状況」の末尾に掲げられているとおり中間監査報告書を受領しています。
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１．中 間 財 務 諸 表         

(1）中 間 貸 借 対 照 表         （単位：百万円）

前中間会計期間末

(平成10年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        

(平成11年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 49,787 87,913 84,800

受 取 手 形 1,568 1,392 1,515

売 掛 金(注３) 189,277 214,461 178,932

有 価 証 券(注２) 47,422 13,947 14,959

た な 卸 資 産 97,191 83,805 82,765

そ の 他(注３) 40,236 34,223 66,734

貸 倒 引 当 金 △　　5,031 △　　4,382 △　　2,788

流 動 資 産 合 計 420,453 39.6 431,360 40.6 426,920 39.9

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 (注1,2)

建 物 57,456 53,009 57,624

構 築 物 43,991 41,922 43,085

機 械 及 び 装 置 79,355 79,081 80,740

土 地 169,024 175,175 175,073

そ の 他 35,444 20,061 28,726

有 形 固 定 資 産 合 計 385,272 369,251 385,250

無 形 固 定 資 産 3,597 8,333 3,594

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券(注2,3) 197,975 204,143 201,763

長 期 貸 付 金 5,705 5,271 3,991

そ の 他 50,583 45,677 50,456

貸 倒 引 当 金 △　　2,352 △　　2,532 △　　2,450

投資その他の資産合計 251,912 252,559 253,760

固 定 資 産 合 計 640,783 60.4 630,143 59.4 642,606 60.1

資 産 合 計 1,061,236 100.0 1,061,504 100.0 1,069,526 100.0
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（単位：百万円）

前中間会計期間末

(平成10年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        

(平成11年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

流 動 負 債

買 掛 金(注３) 149,585 180,706 141,156

短 期 借 入 金(注３) 162,994 155,796 145,456

未払揮発油税及び未払軽油引取税 58,751 71,479 62,279

未 払 法 人 税 等 112 172 357

債 務 保 証 損 失 引 当 金 － － 2,610

一年内償還予定の社債(注２) 6,695 5,878 6,695

一年内償還予定の転換社債 61,803 17,193 18,487

そ の 他(注3,4) 57,970 59,395 55,408

流 動 負 債 合 計 497,913 46.9 490,622 46.2 432,450 40.4

固 定 負 債

社 債(注２) 120,892 123,014 120,892

転 換 社 債 17,193 － 17,193

長 期 借 入 金(注２) 199,185 240,962 282,966

退 職 給 与 引 当 金(注５) 10,998 9,688 10,117

修 繕 引 当 金 4,904 4,821 4,863

そ の 他 989 1,807 998

固 定 負 債 合 計 354,163 33.4 380,293 35.8 437,030 40.9

負 債 合 計 852,077 80.3 870,916 82.0 869,481 81.3

（資 本 の 部）

資 本 金 86,585 8.1 86,585 8.2 86,585 8.1

資 本 準 備 金 46,423 4.4 46,423 4.4 46,423 4.3

利 益 準 備 金 13,883 1.3 14,237 1.3 13,908 1.3

そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 66,443 48,107 66,443

中間（当期）未処理損失 4,176 4,765 13,315

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 62,267 5.9 43,342 4.1 53,128 5.0

資 本 合 計 209,159 19.7 190,588 18.0 200,045 18.7

負 債 資 本 合 計 1,061,236 100.0 1,061,504 100.0 1,069,526 100.0
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(2）中 間 損 益 計 算 書         （単位：百万円）

前中間会計期間        

自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        

自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度 の        
要約損益計算書        

自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 631,649 100.0 649,713 100.0 1,225,654 100.0

売 上 原 価 583,364 92.4 605,926 93.3 1,137,776 92.8

売 上 総 利 益 48,285 7.6 43,787 6.7 87,877 7.2

販売費及び一般管理費 52,236 8.2 45,183 6.9 105,366 8.6

営 業 損 失 3,951 △　0.6 1,396 △　0.2 17,489 △　1.4

営 業 外 収 益 (注１) 6,077 1.0 6,343 1.0 9,501 0.7

営 業 外 費 用 (注２) 8,570 1.4 9,580 1.5 17,655 1.4

経 常 損 失 6,444 △　1.0 4,633 △　0.7 25,643 △　2.1

特 別 利 益 (注３) 12,540 2.0 2,005 0.3 38,940 3.2

特 別 損 失 (注４) 15,944 2.6 3,507 0.6 33,006 2.7

税引前中間（当期）純損失 9,848 △　1.6 6,135 △　1.0 19,709 △　1.6

法 人 税 及 び 住 民 税 40 0.0 － － － －

法人税，住民税及び事業税 － － 40 0.0 80 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 9,888 △　1.6 6,175 △　1.0 19,789 △　1.6

前 期 繰 越 利 益 5,712 1,409 5,712

合 併 引 継 未 処 分 利 益 － － 762

中間（当期）未処理損失 4,176 4,765 13,315

（　　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）
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中間財務諸表作成の基本となる事項

項 目 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

１．正規の決算において採用

している会計処理の原則及

び手続と異なる会計処理

(1）法人税，住民税及び事

業税の計上基準

　税引前中間純利益（損失）に税務調整

を行った後の課税所得に基づいて算出し

た当中間会計期間の負担すべき税額を計

上している。

同　　　　左

(2）退職給与引当金の繰入

基準

①　従業員退職給与引当

金

　年間繰入見積額の２分の１を計上して

いる。

　ただし，年間繰入見積額の基礎となる

累積限度基準額は，自己都合退職による

期末要支給額から厚生年金基金負担分

（同支給額の50％相当）を控除した残額

の40％である。

同　　　　左

②　役員退職引当金 　年間繰入見積額の２分の１を計上して

いる。

同　　　　左

(3）修繕引当金の繰入基準 　年間繰入見積額の２分の１を計上して

いる。

同　　　　左

(4）減価償却費の計上基準 　当中間会計期間末の固定資産の年間減

価償却見積額の２分の１を計上してい

る。

同　　　　左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）評価基準 原価法 同　　　　左

(2）評価方法 石油関係たな卸資産

　後入先出法

石油関係たな卸資産

同　　　　左

電子材料関係のたな卸資産

　後入先出法

電子材料関係のたな卸資産

同　　　　左

貯蔵品のうち重要資材

　移動平均法

貯蔵品のうち重要資材

同　　　　左

貯蔵品のうち一般資材

　最終仕入原価法

貯蔵品のうち一般資材

同　　　　左

３．たな卸資産以外の資産に

ついて原価基準以外の基準

を採用している場合の評価

基準

市場性のある株式(関係会社株式を除く)

　移動平均法による低価法（切り放し方

式）

市場性のある株式(関係会社株式を除く)

同　　　　左
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項 目 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

４．有形固定資産の減価償却

の方法

　法人税法に規定する減価償却方法によ

る定額法

　但し，戸田研究開発センター（旧総合

研究所）及び磯原工場については法人税

法に規定する減価償却方法による定率法

を採用している。なお，平成10年４月１

日以降に取得した建物（付属設備を除

く。）については定額法を採用してい

る。

　法人税法に規定する減価償却方法によ

る定額法

　但し，中央研究所及び医薬・バイオ研

究所（旧戸田研究開発センター）につい

ては法人税法に規定する減価償却方法に

よる定率法を採用している。なお，平成

10年４月１日以降に取得した建物（付属

設備を除く。）については定額法を採用

している。

（追加情報）

(1）戸田研究開発センター及び磯原工場

の建物（付属設備を除く。）について

は，平成10年度の法人税法の改正に伴

い，平成10年４月１日以降に取得した

ものについては定額法を採用してい

る。

　なお，これに伴う中間財務諸表への

影響額は軽微である。

(2）建物（付属設備を除く。）について

は，平成10年度の法人税法の改正に伴

い，当中間期から耐用年数の短縮を

行っている。

　なお，これに伴う中間財務諸表への

影響額は軽微である。

５．繰延資産の処理方法 試験研究費

　支出時の費用として処理している。

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建短期金銭債権債務の換算方法に

ついては，「外貨建短期金銭債権債務に

関する当面の監査上の取扱いについて」

（平成７年７月25日日本公認会計士協

会・監査委員会報告第55号）に基づき，

「取得時レート法」を適用している。

　その円換算額及び当中間期末日の為替

相場による円換算額並びに換算差額は，

次のとおりである。

同　　　　左

区

分

外 貨 額

取得時の
為替相場
に よ る
円換算額
( 中 間 貸
借対照表
計 上 額 )

中間期末日
の為替相場
に よ る
円 換 算 額

換 算
差 額

百万円 百万円 百万円債

権
127,914

千米ドル他 14,169 13,610 559
(損)

百万円 百万円 百万円債

務
209,812

千米ドル他
23,143 22,651 491

(益)

区

分

外 貨 額

取得時の
為替相場
に よ る
円換算額
( 中 間 貸
借対照表
計 上 額 )

中間期末日
の為替相場
に よ る
円 換 算 額

換 算
差 額

百万円 百万円 百万円債

権
79,498

千米ドル他 10,865 10,802 62
(損)

百万円 百万円 百万円債

務
101,849

千米ドル他
14,123 13,922 200

(益)
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項 目 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については，通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。

同　　　　左

８．消費税等の会計処理方法 　消費税及び地方消費税の会計処理は，

税抜方式によっている。

同　　　　左

（追 加 情 報         ）

自社利用ソフトウェア 　前中間会計期間まで投資その他の資産

の「その他」に計上していたソフトウェ

アについては，「研究開発費及びソフト

ウェアの会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第12号　平成11年３月31日）における

経過措置の適用により，従来の会計処理

方法を継続して採用している。ただし，

同報告により上記に係るソフトウェアの

表示については，投資その他の資産の

「その他」から無形固定資産に変更し，

減価償却の方法については，社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっている。

事業税 　事業税は，前中間期において，「販売

費及び一般管理費」に含めることとして

いたが，中間財務諸表等規則の改正によ

り，当中間期より「法人税，住民税及び

事業税」に含めることとなった。

　なお，当中間期は事業税の発生はな

い。

表 示 方 法 の 変 更         

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

　未払事業税及び未払事業所税については，前中間期に

おいては流動負債の「その他」として表示していたが，

当中間期においては未払事業税（－百万円）については

「未払法人税等」に含めることとし，未払事業所税（52

百万円）については流動負債の「その他」に含めて表示

している。
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注 記 事 項         

（中間貸借対照表関係）

項 目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末

注１．有形固定資産減価償却累計

額
396,613百万円 382,001百万円 401,363百万円

注２．担保資産

(1）担保に供されている資産

有 価 証 券 42百万円 42百万円 42百万円

有 形 固 定 資 産
(うち財団抵当資産)

152,067百万円
(152,067百万円)

144,846百万円
(144,846百万円)

146,832百万円
(146,832百万円)

投 資 有 価 証 券 3,704百万円 12,917百万円 12,917百万円

(2）資産が担保に供されてい

る債務

社 債
(１年内償還予定のものを含む)

10,574百万円 3,878百万円 10,574百万円

長 期 借 入 金
(１年内返済予定のものを含む) 74,896百万円 86,301百万円 91,164百万円

注３．外貨建資産及び負債

(1）主要な外貨建資産

売 掛 金 9,161
( 67,654

百万円
千米ドル他　　　)

11,265
(101,414

百万円
千米ドル他　　　)

8,528
( 71,228

百万円
千米ドル他　　　)

流 動 資 産 の そ の 他
(未　　収　　入　　金)

1,665
( 11,597

百万円
千米ドル他　　　)

2,896
( 26,430

百万円
千米ドル他　　　)

844
(　5,900

百万円
千米ドル他　　　)

投 資 有 価 証 券
78,585
682,911
6,840

百万円
千米ドル
千シンガポールドル他

77,964
677,911
7,800

百万円
千米ドル
千シンガポールドル他

78,636
682,911
7,800

百万円
千米ドル
千シンガポールドル他

(2）主要な外貨建負債

買 掛 金 9,230
( 67,694

百万円
千米ドル　　　　)

16,761
(151,124

百万円
千米ドル　　　　)

10,300
( 85,474

百万円
千米ドル　　　　)

短 期 借 入 金 3,377
( 23,151

百万円
千米ドル　　　　)

4,180
( 37,929

百万円
千米ドル　　　　)

2,827
( 23,968

百万円
千米ドル　　　　)

流 動 負 債 の そ の 他
(未　　払　　費　　用)

1,505
( 10,923

百万円
千米ドル他　　　)

2,196
( 20,727

百万円
千米ドル他　　　)

752
(　6,024

百万円
千米ドル他　　　)

注４．消費税等の取扱い 　仮受消費税等及び仮払消費

税等は，相殺のうえ，金額的

重要性が乏しいため，流動負

債の「その他」に含めて表示

している。

同　　　　左

注５．退職給与引当金 　役員退職引当金1,229百万

円が含まれている。

　役員退職引当金989百万円

が含まれている。

　役員退職引当金1,396百万

円が含まれている。

(　　　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　　　)
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項 目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末

　６．偶発債務

保 証 債 務
(銀行借入保証及び取引保証) GA-TEK INC. 75,962百万円

ジャパンエナジーファイナンス㈱
73,000百万円

ジャパンエナジーファイナンス㈱
68,898百万円

鹿島石油㈱ 30,984百万円 鹿島石油㈱ 57,000百万円 鹿島石油㈱ 63,000百万円

ジャパンエナジーファイナンス㈱
11,900百万円

GA-TEK INC. 39,008百万円 GA-TEK INC. 58,474百万円

Japan Energy(Netherlands)B.V.
7,510百万円

㈱エーエム・ピーエム・ジャパン
31,641百万円

㈱エーエム・ピーエム・ジャパン
34,438百万円

㈱ジョモネット関東 6,200百万円 ㈱日鉱マテリアルズ 27,014百万円 日鉱グールド・フォイル㈱
11,921百万円

その他(66社) 30,605百万円 ㈱ジャパレン 8,005百万円 Japan Energy(Netherlands)B.V.
8,000百万円

従 業 員 3,552百万円 Japan Energy(Netherlands)B.V.
8,000百万円

㈱ジョモネット関東 7,200百万円

計 166,715百万円 ㈱ジョモネット関東 7,840百万円 ㈱ジャパレン 7,200百万円

その他(77社) 79,074百万円 その他(84社) 81,175百万円

従 業 員 3,566百万円 従 業 員 3,599百万円

計 334,150百万円 計 343,908百万円

(うち保証類似行為 161,659百万円)(うち保証類似行為 170,546百万円)

（注）　日鉱グールド・フォ

イル㈱は平成11年７

月㈱日鉱マテリアル

ズに社名変更した。



－　　－

（19）／ 99/12/09 10:28（99/11/29 21:41）／ 97_71501_第４経理の状況_ジャパンエナジー_半期（Ａパターン）.doc

19

（中間損益計算書関係）

項 目 前中間会計期間        当中間会計期間        前 事 業 年 度        

注１．営業外収益のうち重要なもの

受 取 利 息 611百万円 443百万円 1,178百万円

受 取 配 当 金 2,385百万円 1,541百万円 3,335百万円

為 替 差 益 901百万円 1,795百万円 2,459百万円

有 価 証 券 売 却 益 － 1,531百万円 116百万円

注２．営業外費用のうち重要なもの

支 払 利 息 及 び 割 引 料 4,998百万円 5,529百万円 9,937百万円

社 債 利 息 2,751百万円 2,264百万円 5,488百万円

注３．特別利益のうち重要なもの

固 定 資 産 売 却 益 2,453百万円 1,707百万円 28,579百万円

うち本社ビル建物及び土地に
係る信託受益権の売却益 （　　－　　　） （　　－　　　） （24,581百万円）

（うち上記以外の土地の売却益） （ 2,453百万円） （ 1,444百万円） （ 3,561百万円）

子 会 社 株 式 売 却 益 9,548百万円 － 9,548百万円

注４．特別損失のうち重要なもの

固 定 資 産 除 却 損 1,512百万円 1,848百万円 3,311百万円

（うち給油所及び油槽所関係             ） （ 1,058百万円） （ 1,138百万円） （ 2,644百万円）

投 資 有 価 証 券 評 価 損 10,610百万円 － 2,506百万円

有 価 証 券 評 価 損 1,658百万円 － 1,105百万円

構 造 改 革 関 連 費 用 2,164百万円 1,059百万円 19,637百万円

（うち不採算事業からの撤退関連費用） （ 　211百万円） （　　57百万円） （ 6,596百万円）

（うち石油販売子会社の再編関連費用） （ 1,953百万円） （ 1,002百万円） （ 3,249百万円）

うち特別早期退職優遇制度等
に よ る 特 別 退 職 金

（　　－　　　） （　　－　　　） （ 9,791百万円）

石 油 開 発 投 融 資 評 価 損 － 600百万円 5,623百万円

　５．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 12,249百万円 10,850百万円 24,045百万円

無 形 固 定 資 産 71百万円 1,011百万円 143百万円

（　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　）
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（リ ー ス 取 引 関 係         ）

項 目 前中間会計期間        当中間会計期間        前 事 業 年 度        

(1）リース物件の取得価額相当

額，減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額，減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額，減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

（注）　取得価額相当額は，未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため，支

払利子込み法により算

定している。

（注）　同　　　　左 （注）　取得価額相当額は，未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため，支払利子込

み法により算定してい

る。

(2）未経過リース料中間期末残

高相当額

(2）未経過リース料中間期末残

高相当額

(2）未経過リース料期末残高相

当額

１ 年 内 878百万円 １ 年 内 368百万円 １ 年 内 615百万円

１ 年 超 652百万円 １ 年 超 367百万円 １ 年 超 569百万円

合 計 1,530百万円 合 計 736百万円 合 計 1,184百万円

（注）　未経過リース料中間期

末残高相当額は，未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため，支払

利子込み法により算定

している。

（注）　同　　　　左 （注）　未経過リース料期末残

高相当額は，未経過

リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高

等に占める割合が低い

ため，支払利子込み法

により算定している。

(3）支払リース料及び減価償却

費相当額

(3）支払リース料及び減価償却

費相当額

(3）支払リース料及び減価償却

費相当額

支払リース料 575百万円 支払リース料 339百万円 支払リース料 1,091百万円

減価償却費相当額 575百万円 減価償却費相当額 339百万円 減価償却費相当額 1,091百万円

(4）減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し，残存価額を零とする定

額法により算定している。

(4）減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

(4）減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

工具器具
及び備品 3,148 2,584 564

そ の 他 647 474 172

合 計 3,795 3,059 736

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

百万円 百万円 百万円

工具器具
及び備品 3,991 3,136 854

そ の 他 1,105 775 330

合 計 5,096 3,912 1,184

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

工具器具
及び備品 4,283 3,168 1,115

そ の 他 1,262 847 414

合 計 5,546 4,015 1,530
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（有価証券の時価等関係）

有 価 証 券 の 時 価 等            
（単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

種 類
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株 式 12,599 16,343 3,743 11,901 16,917 5,016 12,913 18,064 5,151

債 券 46 48 2 2,046 2,054 7 2,046 2,040 △ 　　5

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 12,646 16,391 3,745 13,948 18,972 5,024 14,959 20,105 5,145

固定資産に属するもの

株 式 31,851 100,322 68,471 37,916 136,097 98,181 37,675 86,861 49,185

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 31,851 100,322 68,471 37,916 136,097 98,181 37,675 86,861 49,185

合 計 44,497 116,714 72,216 51,864 155,069 103,205 52,635 106,967 54,331

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

１．時価の算定方法 １．時価の算定方法 １．時価の算定方法

(1）上場有価証券 (1）上場有価証券 (1）上場有価証券

　主に東京証券取引所の最終価

格

同　　　　左 同　　　　左

(2）店頭売買有価証券 (2）店頭売買有価証券 (2）店頭売買有価証券

　日本証券業協会が公表する売

買価格等

同　　　　左 同　　　　左

(3）気配等を有する有価証券

（(1）,(2）に該当する有価

証券を除く。）

(3）気配等を有する有価証券

（(1）,(2）に該当する有価

証券を除く。）

(3）気配等を有する有価証券

（(1）,(2）に該当する有価

証券を除く。）

　日本証券業協会が発表する公

社債店頭基準気配

同　　　　左 同　　　　左

２．流動資産に属する株式には，自

己株式を含めて表示している。

なお，自己株式に係る評価損益

は△０百万円である。

２．流動資産に属する株式には，自

己株式を含めて表示している。

なお，自己株式に係る評価損益

は０百万円である。

２．流動資産に属する株式には，自

己株式０百万円を含めて表示し

ている。

なお，自己株式に係る評価損益

は０百万円である。

３．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

３．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

３．開示の対象から除いた有価証券

の貸借対照表計上額

(1）流動資産に属するもの (1）流動資産に属するもの (1）流動資産に属するもの

コマーシャルペーパー

29,988百万円

貸付信託の受益証券

4,787百万円

(2）固定資産に属するもの (2）固定資産に属するもの (2）固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式を除く） 非上場株式（店頭売買株式を除く） 非上場株式（店頭売買株式を除く）

166,114百万円 166,220百万円 164,078百万円

非公募の内国債　　10百万円 非公募の内国債　　 6百万円 非公募の内国債　　 8百万円
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

(1）取引の内容，利用目的等 (1）取引の内容，利用目的等 (1）取引の内容，利用目的等

　主として石油の輸入に係る為替

相場の変動による損失を回避する

目的で，為替予約取引及び通貨オ

プション取引を行っている。

　外債（米ドル建普通社債）発行

による資金調達を，実質的に円建

とするため，通貨スワップ取引を

行っている。

　資金調達コストの軽減及び固

定・変動比率の調整のため，主と

してユーロ・ミディアム・ター

ム・ノート（ＭＴＮ）を対象とし

て金利スワップ取引を行ってい

る。

　主として石油の輸入に係る為替

相場の変動による損失を回避する

目的で，為替予約取引を行ってい

る。

　外債（米ドル建普通社債）発行

による資金調達を，実質的に円建

とするため，通貨スワップ取引を

行っている。

　資金調達コストの軽減及び固

定・変動比率の調整のため，主と

してユーロ・ミディアム・ター

ム・ノート（ＭＴＮ）を対象とし

て金利スワップ取引を行ってい

る。

同　　　　左

(2）取引に係るリスクの内容，管理

体制

(2）取引に係るリスクの内容，管理

体制

(2）取引に係るリスクの内容，管理

体制

　デリバティブ取引自体は価格変

動リスク（市場リスク）を有して

いるが，リスクヘッジを目的と

し，取引数量を実需の範囲内に限

定しているので，デリバティブ取

引の損益は原則として現物取引に

おける損益と相殺される。取引先

の契約不履行に係るリスク（信用

リスク）は，取引相手先を信用力

のある大手金融機関，商社等に限

定しており，極めて小さいもので

ある。

　また，当社はリスク管理のため

の社内規程を制定し，取引実施部

署において厳正な管理及び報告を

行うほか，取引管理部署を定め，

内部牽制が有効に機能する体制を

とっている。

　デリバティブ取引自体は価格変

動リスク（市場リスク）を有して

いるが，リスクヘッジを目的と

し，取引数量を実需の範囲内に限

定しているので，デリバティブ取

引の損益は原則として現物取引に

おける損益と相殺される。取引先

の契約不履行に係るリスク（信用

リスク）は，取引相手先を信用力

のある大手金融機関に限定してお

り，極めて小さいものである。

　また，当社はリスク管理のため

の社内規程を制定し，取引実施部

署において厳正な管理及び報告を

行うほか，取引管理部署を定め，

内部牽制が有効に機能する体制を

とっている。

同　　　　左

(3）取引の時価等についての補足説

明

(3）取引の時価等についての補足説

明

(3）取引の時価等についての補足説

明

　金利スワップ取引の契約額等

（想定元本）は，実際に受払いを

するものではなく，交換金利の算

出基礎であり，市場リスク量を示

すものではない。

同　　　　左 同　　　　左

（　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　）
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２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等，時価及び評価損益

(1）通 貨 関 連         （単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

為替予約取引

売 建

米 ド ル 1,664 － 1,611 53 1,486 － 1,363 122 1,231 － 1,238 △　　 7

買 建

米 ド ル 803 － 819 15 334 － 323 △　　10 127 － 133 6

通貨オプション取引

売 建

米ドル・プット
(オプション料)

1,346
(　　17)

－
(　　－)

26 △　　 9
－

(　　－)
－

(　　－)
－ －

－
(　　－)

－
(　　－)

－ －

買 建

米ドル・コール
(オプション料)

700
(　　17)

－
(　　－)

4 △　　12
－

(　　－)
－

(　　－)
－ －

－
(　　－)

－
(　　－)

－ －

通貨スワップ取引

市

場

取

引

以

外

の

取

引
受取米ドル・支払円 717 279 1,002 285 195 － 178 △　　16 405 279 465 59

合 計
5,231

(　　35)
279

(　　－)
3,463 331

2,015
(　　－)

－
(　　－)

1,866 95
1,764

(　　－)
279

(　　－)
1,837 58

　（注）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

１．時価の算定方法 １．時価の算定方法 １．時価の算定方法

(1）為替予約取引

先物相場を使用している。

(1）為替予約取引

同　　　　左

(1）為替予約取引

同　　　　左

(2）通貨オプション取引

時価は，取引先金融機関から

当該取引について提示された

価格等に基づき算定してい

る。

(2）通貨オプション取引 (2）通貨オプション取引

(3）通貨スワップ取引

時価は，取引先金融機関から

当該取引について提示された

価格等に基づき算定してい

る。

(3）通貨スワップ取引

同　　　　左

(3）通貨スワップ取引

同　　　　左

２．外貨建金銭債権債務等に為替予

約が付されていることにより，

決済時における円貨額が確定し

ている外貨建金銭債権債務等で

中間貸借対照表において当該円

貨額で表示されているものにつ

いては，開示の対象から除いて

いる。

２．　　　同　　　　左 ２．外貨建金銭債権債務等に為替予

約が付されていることにより，

決済時における円貨額が確定し

ている外貨建金銭債権債務等で

貸借対照表において当該円貨額

で表示されているものについて

は，開示の対象から除いてい

る。
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(2）金 利 関 連         
（単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

金利スワップ取引

受取固定・支払変動 63,798 63,798 4,663 4,663 65,338 63,658 3,559 3,559 65,568 65,568 4,467 4,467

受取変動・支払固定 96,967 89,903 △1,764 △1,764 94,243 65,440 △1,486 △1,486 99,116 72,603 △1,865 △1,865

市
場
取
引
以
外
の
取
引 受取変動・支払変動 14,514 14,514 966 966 14,514 14,514 306 306 14,514 14,514 616 616

合 計 175,279 168,215 3,865 3,865 174,095 143,612 2,379 2,379 179,198 152,685 3,218 3,218

　（注）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

時価の算定方法 時価の算定方法 時価の算定方法

時価は，取引先金融機関から当該取

引について提示された価格等に基づ

き算定している。

同　　　　左 同　　　　左
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（重 要 な 後 発 事 象         ）

前中間会計期間        当中間会計期間        前 事 業 年 度        

１．特別早期退職優遇制度による退職者の募

集

　平成10年11月２日から12月４日まで，管

理職及び一定年齢以上の管理職以外の従業

員を対象として，特別早期退職優遇制度に

よる退職者の募集（適用人員枠200名）を

行っている。

　これにより，平成10年度決算において，

特別退職金の支出による特別損失を計上す

る予定であり，その金額については，適用

人員枠どおりの応募があった場合は60億円

程度と見込んでいる。

　なお，上記の場合のコスト削減見込額

は，概ね年間20億円程度である。

２．日鉱石油販売株式会社との合併契約の締

結

　当社と当社の100％出資子会社である日

鉱石油販売株式会社は，平成11年２月１日

を期して合併することとし，平成10年11月

４日合併契約を締結した。合併の概要は以

下のとおりである。

(1）合併理由

　現在当社は，販売力及びコスト競争力

の強化をはかるため，石油販売子会社の

地域別再編成を取り進めており，その一

環として本年10月，日鉱石油販売株式会

社をはじめとする関東地域の販売関係会

社５社の販売業務を株式会社ジョモネッ

ト関東に集約した。

　また，日鉱石油販売株式会社に残った

事業については，平成10年11月30日に他

の当社の関係会社に譲渡した。

　以上の措置に伴い，日鉱石油販売株式

会社はその営業のすべてを譲渡し，保有

する給油所施設等の資産管理及び出資関

係会社の管理業務のみが残ることとなっ

た。従って，当社は，

①　同社保有資産の管理の効率化及び有

効活用

②　同社の関係会社の当社直轄化による

販売競争力の強化

を目的として，同社と合併することとし

た。
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前中間会計期間        当中間会計期間        前 事 業 年 度        

(2）合併期日

平成11年２月１日

　なお，当該合併は，商法第413条ノ３

第１項の規定に該当するため，当社は商

法第408条第１項に定める株主総会の承

認を必要としない。

(3）合併方式

　当社を存続会社とし，日鉱石油販売株

式会社は解散する。

(4）合併比率

　当社は，日鉱石油販売株式会社の全株

式を所有しているため，本合併による新

株式の発行および当社の資本金の増加は

行わない。

(5）当社が日鉱石油販売株式会社から引き

継ぐ予定の資産及び負債

※差引正味財産については，当社保有の

日鉱石油販売株式会社の株式（簿価：

2,213百万円）と相殺される。

なお，本合併による当社売上高及び損

益への影響はない。

２．そ の 他         

　防衛庁への石油製品納入に関し独占禁止法に違反する行為があったとして，公正取引委員会から他の石油会社10

社とともに刑事告発を受け，平成11年11月９日東京高等裁判所に起訴されました。また，11月17日，公正取引委員

会から排除勧告を受け，11月25日に応諾しました。なお，今後課徴金が課せられる可能性がありますが，その金額

の見積は現時点では困難であります。

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 751 流動負債 5,418

固定資産 6,961 固定負債 82

(有形固定資産) (6,339)

(無形固定資産) (　 22)

(投 資 等) (　599) 負 債 合 計 5,500

資 産 合 計 7,713 差引正味財産 2,213
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第二部　保証会社等の情報

該当事項はありません。
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